
様式第１号（第５条関係） 

 

                               令和●年●月●日  

 

 島根県知事       様 

 

                      住所 ６９０－０８８７ 

                         島根県松江市殿町１番地 

                                    申請者    株式会社●● 

                      氏名 代表取締役 ●●●●      

                        

                                           電話番号 0852-22-●●●● 

                                    連絡担当者 

                                           ＦＡＸ番号 0852-22-●●●● 

                                           Ｅ－ｍａｉｌ ●●＠… 

 

   令和●年度島根県資源循環型技術開発事業費補助金交付申請書 

 

  補助金等交付規則第４条の規定により、下記のとおり令和●年度島根県資源循環型技術開発事

業費補助金の交付を申請します。 

 

記 

１ 補助事業の区分   研究開発枠   ／   ＦＳ（可能性試験研究）枠 

 

２  補助事業の目的及び内容 

  別紙１補助事業計画書及び別紙２補助事業に係る内容説明書のとおり 

 

３  補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

  補助事業に要する経費      15,000,000 円 

  補 助 金 交 付 申 請 額       10,000,000 円 

 

４ 補助事業完了予定期日 

   令和●年２月２８日 

 

（備考） 次の算式を明記すること。 

      補助金所要額―消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額 

      10,000,000円 ― 0円 ＝ 10,000,000円 

連絡担当者と直接連絡がと

れる連絡先を記載してくだ

さい。 

なお、申請者と連絡担当者は

同一の者でもかまいません。 

「補助金所要額」 ＝ 「補助事業

に要する経費」 × 補助率（2/3） 

 

 

「補助金額」 ＝ 「補助金交付申請額」 

「消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額」について０円である場合（申請時点で確定していない

場合も含む）も記載してください。 

 なお、補助金の額の確定前に当該仕入控除税額が確定した場合は実績報告により、補助金の額の確

定後に当該仕入控除税額が確定した場合は様式第１２号により報告してください。 

 ※交付要綱第５条、第１１条及び第１４条をご参照ください。 

 

「補助事業に要する経費」 

 ＝ 補助対象となる経費 
 ※別紙２「補助事業に係る内容説明書」 

「イ（ア）資金支出内訳」を参照 

本記載例はイメージです 



別紙１ 

補 助 事 業 計 画 書 
 

 

 研究開発題目 

 

産業廃棄物である△△の有効利用技術の開発 

 

 申  請  者 

株式会社●● 

代表取締役 ●●●● 

  電話（ 代表電話 ） 

 資本金 

 

 出資金 

 

   10,000 千円 

 

 従業員 

 

 50 人 

 

 研 究 開 発 の 

 実 施 場 所 

【主たる実施場所】 

 株式会社●● ●●工場（松江市殿町１番地） 

【従たる実施場所】 

 株式会社●● △△工場（出雲市△△町１番地） 

 

 研究開発の目的 

 

 

 成果の企業化又 

 

 は適用の効果 

 
 
  

 

 研究開発期間 

 開始予定  令和●年８月１日 

 

 完了予定  令和●年２月２８日 

 

 研究開発に要す 

 

 る 経 費 

 

 総額   18,000,000 円（補助金交付申請額  10,000,000 円） 

 

 

今回申請する研究開発の目的を記載してください。 

 

例）産業廃棄物の削減効果、企業化した時の売上見込み 

  地域経済や社会への波及効果 

などを記載してください 

 

交付決定日以降の日を記載してくだ

さい。 

可能な限り早い日とする場合は、

「交付決定日があり次第」と記載い

ただいてもかまいません 

 

補助対象外の経費を含め、本申請の研究開発に要する

全ての経費を記載してください。 

 
※別紙２「補助事業に係る内容説明書」 

「イ（ア）資金支出内訳」を参照 

 



別紙２ 

補  助  事  業  に  係  る  内  容  説  明  書 

１  申請者の概要 

 ⑴ 事業の内容  パンフレットのとおり 

 ⑵ 現有施設 

    ア  土    地  本社 20,000㎡、 ●●工場 2,000㎡、 △△工場 2,000㎡ 

    イ  建    物  本社  3,000㎡、 ●●工場   500㎡、 △△工場  400㎡ 

    ウ  主要設備   
 

  機 械 又 は 装 置   数  用         途  備        考 

※固定資産台帳参照    

 

 ⑶ 略 歴 等  パンフレットのとおり 

２  研究開発の概要 

 ⑴ 主任研究者の氏名及び略歴並びに研究開発に従事する人員数 

   ・氏名 ●●●● 

   ・略歴 平成●年 株式会社●●へ入社 ●●関連の研究開発に従事 

       平成●年 現在の部署へ異動 △△関連の研究開発に従事 

 ⑵ 他からの指導者又は協力者 

   ・島根県産業技術センター ●●研究員 技術指導、成分等調査 

 ⑶ 研究開発の必要な理由 

     〔この研究開発と類似する内外の技術等との相違点を含めて記載すること。当該研究開 

発に関連する発明について特許を受け、又は受けようとしている場合は、別紙３により所

要事項を記入の上、補助事業計画書に添付すること。〕 

 ⑷ 研究開発の内容及び規模（試作機械又は試作品の仕様書、図面（三面図、見取図等）を 

必ず添付すること。） 

    ア  現在まで行われている基礎となる研究（導入技術を含む。） 

      〔研究の項目、期間、実施場所、所要経費、担当者及び成果について記載すること。 

導入技術については、当該技術に関する産業財産権その他の権利についても記載するこ

と。〕 

    イ  今後行おうとする研究開発の規模及び方法 

      〔この研究開発に使用しようとする設備、材料等を明らかにするとともに、研究開発 

の方法、日程、成果の目標、内容等を詳細に記載すること。また、どの程度の規模で行

うか、試作品をどれだけの数量の製作をするか、その規模又は数量を選んだ理由等につ

いて記載すること。〕 

    ウ  研究開発の委託の必要性等（団体が構成員に委託する場合のみ記入） 

     〔研究開発の委託を行う団体は、全体計画の中での委託研究の位置付け及び委託の必 

要性を記載すること。別添として研究開発委託先の概要、構成員であることの証明書等

を添付すること。〕 

 

 

 

 



 ⑸ 研究開発の資金計画 

   ア  資金調達内訳 
 

  区       分  金        額（円）  資 金 の 調 達 先  

 自 己 資 金  5,000,000  

   

  借   入   金 3,000,000 ●●銀行  

 補   助   金 10,000,000  

 そ   の   他   

 合       計 18,000,000 

（注１） 

 

 



   イ (ア) 資   金   支   出   内   訳（ 研 究 開 発 枠 ） 
 

  

 

 経費区分 

 （注２） 

 

 種  別 

 （注３） 

 

 仕  様 

 （注４） 

 

 単  位 

 

 

 数  

 量 

 

 

 単  価 

 

  （円） 

 （注５） 

研  究  開  発 

に 要 す る 

全   経    費 

    （円） 

 （注６） 

 補  助  事 業  

  に  要 す る  

経   費 

    （円） 

 （注７） 

  補   助   金  

交         付  

申  請   額 

    （円） 

 

 

 備  考 

 

 原材料費 

●●材料 粉末 kg 300 30,000 9,000,000 9,000,000 6,000,000  

△△材  kg 100 6,600 660,000 660,000 440,000  

   計     9,660,000 9,660,000 6,440,000  

 （注８） 

 構築物費 

防壁 （規格） 式 1 900,000 900,000 900,000 600,000  

   計     900,000 900,000 600,000  

 （注８） 

 機械装置及び 

 工具器具費 

●●機 （規格） 台 2 900,000 1,800,000 1,800,000 1,200,000  

△△機 （規格） 台 1 3,000,000 3,000,000 0 0 既存事業に

も使用する

ため補助対

象外 

測定装置 （規格） 台 2 600,000 1,200,000 1,200,000 800,000  

   計     3,360,000 3,000,000 2,000,000  

 

 外注加工費 

外注加工  式 1 1,200,000 1,200,000 1,200,000 800,000  

   計     1,200,000 1,200,000 800,000  

 （注９） 

 技術指導 

 受入れ費 

謝金         

   計         

 

 委 託 費 

成分解析  6 回 10,000 60,000 60,000 40,000  

市場調査  1 回 180,000 180,000 180,000 120,000  

   計     240,000 240,000 160,000  

  合  計      18,000,000 15,000,000 10,000,000  

 



   イ(イ) 資   金   支   出   内   訳（ Ｆ Ｓ 枠  ） 
 

  

 

 経費区分 

 （注２） 

 

 種  別 

 （注３） 

 

 仕  様 

 （注４） 

 

 単  位 

 

 

 数  量 

 

 

 単  価 

 

  （円） 

 （注５） 

研  究  開  発 

に 要 す る 

全   経    費 

    （円） 

 （注６） 

 補  助  事 業  

  に  要 す る  

経   費 

    （円） 

 （注７） 

  補   助   金  

交         付  

申  請   額 

    （円） 

 

 

 備  考 

(注９） 

 技術指導 

 受入れ費 

         

   計         

  

委 託 費 

         

   計         

  

 謝金・旅費 

         

   計         

 

 研究会経

費 

         

   計         

 

 そ の 他 

         

   計         

  合  計      （注１）    

 

 

 

  ウ 補助事業の経理担当者名 

    総務部 ●●●● 

 

３  補助金の交付を受けた実績 

   ●●市××補助金 

 交付者：●●市 金額：10,000,000円 交付年月日：令和３年８月１日  

 （注） 

 １ 資金調達の合計額と研究開発に要する全経費の合計額とが一致するように記入すること。 

 ２ 「種別」とは、原材料名、構築物名、機械装置名、特許名等、それぞれの品名等をいう。 

 ３ 「仕様」とは、それぞれの形式、性能、構造等をいう。 

 ４ 「単位」とは、それぞれの物の算出単位をいい、キログラム、リットル、缶、台、件、 

時間等をいう。 



 ５ 「研究開発に要する全経費」とは、題目の研究開発において要する全ての経費をいい、 

ここでは数量に単価を乗じた金額をいう。 

 ６ 「補助事業に要する経費」とは、補助対象となる経費をいう。 

 ７  「補助金交付申請額」とは、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付を希望する 

額で、その限度は、「補助事業に要する経費」に補助率を乗じた額になる。 

 ８  「構築物（研究開発用の風洞、水槽、防壁等をいう。）費」及び「機械装置及び工具器 

具費」については、購入、建造若しくは製造、試作、改良、据付け、借用又は修繕の別を備

考欄に記載すること。 

   購入の場合は、その購入先を備考欄に記載すること。 

   自家製造する場合は、木型、鋳型、鋼材等を原材料費に計上し、その内訳を仕様の欄に 

記載すること。 

 ９ 補助金交付申請額のうち技術指導受入れ費又は産業財産権の導入に要する経費を補助対 

象として希望する者は、別紙４により所要事項を記入の上、補助事業計画書に添付すること。 

 

 


